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(１) 趣旨 

‣趣旨 

(２) 内容 

① 使用者が有期労働契約により労働者を使用する目的は、臨時的・一時的な業務の増 加に対応するもの、一

定期間を要する事業の完成のためのもの等様々ですが、法第１ ７条第２項は、当該目的に照らして必要以

上に短い契約期間を設定し、その契約を反 復して更新しないよう使用者は配慮しなければならないことを

明らかにしたものです。 

例えば、ある労働者について、使用者が一定の期間にわたり使用しようとする場合には、その一定の期間

において、より短期の有期労働契約を反復更新するのではなく、その一定の期間を契約期間とする有期労

働契約を締結するよう配慮しなければならないものです。 
 

② 法第１７条第２項の「その労働契約により労働者を使用する目的に照らして、必要以上に短い期間」に該当

するか否かは、個別具体的な事案に応じて判断されるものであり、同項は、契約期間を特定の長さ以上の

期間とすることまでを求めているものではありません。 

有期労働契約については、短期間の契約が反復更新された後に雇止めされることによる紛争が

みられるところですが、短期間の有期労働契約を反復更新するのではなく、当初からその有期契

約労働者を使用しようとする期間を契約期間とする等により全体として契約期間が長期化するこ

とは、雇止めに関する紛争の端緒となる契約更新の回数そのものを減少させ、紛争の防止に資す

るものです。 

このため、法第１７条第２項において、その有期労働契約により労働者を使用する目的に応じて適

切に契約期間を設定するよう、使用者は配慮しなければならないことを規定したものです。 

◆ ２. 契約期間についての配慮(第２項関係) ◆  


